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第１４章 危険家屋移転促進対策 

 

基本的な考え方 

住民の生命に危険を及ぼすおそれのある区域における危険住宅の移転事業を推進する。 
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第１節 防災のための集団移転促進計画 

 

第１項 事業の目的 

住民の生命身体及び財産を災害から保護するため、災害による被災地域又は被災する危険の著

しい地域のうち、住民の居住に適当でないと認められる区域内にあるすべての住居を他の安全な

場所に移転をさせることを目的として、一定規模の住宅団地を整備する等の集団移転事業を推進

する。 

 

第２項 事業主体 

町が行う。例外として、町の申し出により当該事業の一部を県が実施することができる。 

 

第３項 移転促進区域 

１ 被災地域 

集団移転促進事業を実施しようとする年度又はその前年度において発生した災害（豪雨、洪

水、その他の異常な自然現象）にかかるもの 

２ 災害危険区域 

建設基準法第３９条第１項の規定に基づく条例で指定された区域 

 

第４項 国の補助制度等 

１ 国の補助 

次の各号に掲げる経費について政令で定めるところにより、それぞれ４分の３を下らない割

合により、その一部を補助する。 

(1) 住宅団地の用地の取得及び造成に要する経費（当該取得及び造成後に譲渡する場合を除く。） 

(2) 移転者の住宅団地における住宅の建設若しくは購入又は住宅用地の購入に対する補助に要

する経費 

(3) 住宅団地に係る道路、飲料水供給施設、その他政令で定める公共施設の整備に要する経費 

(4) 移転促進区域内の農地等の買取りに要する経費 

(5) 移転者の住居の移転に関連して必要と認められる農林水産業に係る生産基盤の整備及びそ

の近代化のための施設の整備で政令で定めるものに要する経費 

(6) 移転者の住居の移転に対する補助に要する経費 

２ 地方債の特別措置 

地方財政法第５条第１項各号に規定する経費に該当しないものについても、地方債をもって

その財源とすることができる。 

 

第２節 がけ地近接危険住宅の移転促進計画 

 

第１項 事業の目的 

がけ地の崩壊等により住民の生命に危険を及ぼすおそれのある区域において、危険住宅（がけ

地の崩壊、土石流、なだれ及び地すべりによる危険が著しいため、建築基準法第３９条第１項の

規定に基づき地方公共団体が条例で指定した災害危険区域又は同法第４０条の規定に基づき地

方公共団体が条例で建築を制限している区域－山口県建築基準条例第３条、第４条、第７条－及

び土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第９条の規定に基づき知

事が指定した土砂災害特別警戒区域に存する既存不適格住宅）の移転を行う者に対して補助金を

交付する地方公共団体に対して国が必要な助成を行い、急傾斜地崩壊防止対策とあいまって住民

の生命の安全を確保することを目的とする。 

 

第２項 事業主体 

町が行う。特別の事情がある場合には県が実施することができる。 
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第３項 移転の促進 

町は事業計画にしたがって危険住宅の移転を行う者に対して必要な援助、指導を行い、移転の

促進を図る。 

 

第４項 国の補助制度 

国は事業主体に対して、移転事業に要する次の各号に掲げる費用について、予算の範囲内にお

いてその２分の１を補助する。 

１ 危険住宅の除去等に要する経費 

２ 危険住宅に代る住宅の建設、購入に要する経費 

 

第５項 県の補助制度 

県は事業主体に対して、移転事業に要する費用について、予算の範囲内においてその４分の１

を補助する。 

 


